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税対象金額の計算に関する明細書
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課 税 対 象 金 額 又 は
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平成29年旧措置法第66条の６第１項又は第68条の90第１項の適用を受ける課税対象金額又は個別課税対象金額 35
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特定事業を主たる事業とする
特定外国子会社等の該当・非該当

本店又は主たる事務所の所在
する国又は地域における固定
施 設 の 有無 及び その 内容
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(11)のうち非関連者取引に
係る収入金額又は支出金額

非関連者取引割合●●
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所在する国又は地域に
おける事業活動の状況

.

非

関

連

者

基

準
.

加

算

(12)

(11)

 

御
注
意 

こ
の
明
細
書
の
各
欄
中
金
額
を
記
載
す
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
金
額
に
係
る
通
貨
の
単
位
を
表
示
し
て
く
だ
さ
い
。 


